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教育振興基本計画及び 
公財政教育支出のあり方 



 
 

第一期教育振興基本計画（平成20年7月1日） 抜粋 
  
 第２章今後１０年間を通じて目指すべき教育の姿 

 （２）目指すべき教育投資の方向 
 今後１０年間を通じて以上のような教育の姿の実現を目指すためには、関係者の一層の努力を促すとともに、その教育活動を支
える諸条件の整備を行うことが必要である。 
 現在、我が国の教育に対する公財政支出は、他の教育先進国と比較して低いと指摘されている。例えば、公財政教育支出のＧＤ
Ｐ（国内総生産）比については、ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）諸国の平均が５．０％であるのに対して、我が国は３．５％となってい
る。また、特に小学校就学前段階や高等教育段階では、家計負担を中心とした私費負担が大きい。こうしたデータについては、全
人口に占める児童生徒の割合、一般政府総支出や国民負担率、ＧＤＰの規模などを勘案する必要があり、単純な指摘はできない
ところであるが、そうした中で現下の様々な教育課題についての国民の声に応え、所要の施策を講じる必要がある。 
 
 学校段階別に見ると、小学校就学前の段階では、諸外国には近年、幼児教育の重要性を踏まえ、無償化の取組を進めている国
がある。幼児教育の無償化については、歳入改革にあわせて財源、制度等の問題を総合的に検討することが課題となっている。 
 小学校以降の初等中等教育段階については、多様な教育課題に対応するとともに一人一人の子どもに教員が向き合う環境づく
りの観点から、きめ細かな対応ができる環境を実現するなど、質の高い教育を実現するための条件整備を図る必要がある。 
 高等学校及び高等教育段階については、家庭の経済状況にかかわらず、修学の機会が確保されるようにすることが課題となっ
ている。高等教育段階については、知的競争時代において諸外国が大学等に重点投資を行い、優秀な人材を惹き付けようとする
中で、教育研究の水準の維持・向上を図り、国際的な競争に伍していくことが課題となっている。 
 さらに、学校施設をはじめとする教育施設の耐震化など、だれもが安全・安心な環境で学ぶことのできる条件の整備が大きな課
題となっている。 
  教育投資の規模については、教育にどれだけの財源を投じるかは国家としての重要な政策上の選択の一つであることを考える

必要がある。とりわけ、資源の乏しい我が国では人材への投資である教育は最優先の政策課題の一つであり、教育への公財政支
出が個人及び社会の発展の礎となる未来への投資であることを踏まえ、欧米主要国を上回る教育の内容の実現を図る必要があ
る。 
  
 以上を踏まえ、上述した教育の姿の実現を目指し、ＯＥＣＤ諸国など諸外国における公財政支出など教育投資の状況を参考の一
つとしつつ、必要な予算について財源を措置し、教育投資を確保していくことが必要である。 
 この際、歳出・歳入一体改革と整合性を取りながら、真に必要な投資を行うことに留意する必要がある。あわせて、特に高等教育
については、世界最高水準の教育研究環境の実現を念頭に置きつつ、教育投資を確保するとともに、寄附金や受託研究等の企業
等の資金も重要な役割を果たしていることから、その一層の拡充が可能となるよう、税制上の措置の活用を含む環境整備等を進
める必要がある。 



他の基本計画は成果指標へ転換 

□ 14年度の「社会資本整備重点計画」の策定以降、新たに立ち上がった基本計画で、投資量 
   の「数値」や「充実」を目標に据えた基本計画はない。 

                  
              構造改革と経済財政の中期展望について 

 

                                      平成14年１月25日 

                                           閣   議   決   定 

 
３．構造改革を中心とする経済財政政策の在り方 
 
（４）社会資本整備の在り方 
 
 （公共事業関係の計画の見直し） 
 
      計画策定の重点を、その分野の特性を踏まえつつ、従来の「事業量」から計画によって

達成することを目指す成果とすべきである。また、計画に基づく事業であっても、厳正な事

前評価により事業の必要性が検証されたものを実施するなど、効率化のための取組みを強

化すべきである。 



教育投資のあり方について 

□ 国民が求めるのは教育の「成果」であり、評価・検証が可能となる明確な「成果」指標を定める必要。 
□  改革サイクルを働かせ、「成果」につながる質・手法の改善とあせて資源を投入する必要。「投入量」を目的化 
   させない。 

成果（どのような子供に育てるのか） 更に明確化すべき 

世界トップクラスの学力水準 

 学力の高い層の割合の増 

 学力の低い層の割合の減 

高い規範意識 

 基本的な生活習慣の確立 

 落ち着いて授業を受ける 等 

質・手法 

教育の質（教員の質、カリキュラム、教授法・・・） 

地域・家庭の関わり 学校の運営方法・規模 

子供の意欲の喚起・子供同士の切磋琢磨 等 

投入量 教員人件費 教材費 学習費 等 

国・地方の公費負担（税） 私費負担 

家   庭   負   担 

・ ・ ・ 主要先進国と遜色ない水準 

改革のサイクル（ＰＤＣＡサイクル） 
  結果の 
フィードバック 

最小の投入量で最大の成果を追及する必要 
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G5平均    ：44.1％ 
OECD平均 ：43.3％ 
日本      ：36.6％ 

(出所)OECD「図表でみる教育2011」 

ＧＤＰに占める一般政府総支出の割合 



国民一人あたり一般政府総支出に占める子ども一人あたり公財政教育支出の割合 

(出所)OECD「図表でみる教育2011」より作成 
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(注)子どもの数は、幼稚園から大学院までの在学者数 



国民負担率と私的教育費負担 
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国民負担率

(出所) OECD「図表でみる教育2011 （Ｂ２指標）」、「National Accounts 2011」、「Revenue Statistics」、内閣府「国民経済計算」 

○ 教育の私費負担が重いとの指摘があるが国民負担率に足しても他国と比べて負担水準は低い。 
   （注）教育費負担は特定の時期に集中するが、教育ローンや奨学金により負担を平準化することが可能。 

○ 教育費を公費（税金）で負担するか私費で負担するかの選択の問題。 
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公教育費

児童生徒１人あたりの公教育費

9.2兆円

64.1万円

90.5万円
【対平成2年度 41％増】

（年度）

（注）平成23年度以降は、「児童生徒1人あたりの公教育費」を同額とし、将来人口推計の人口減少率を用いて仮に試算したもの。

児童生徒一人あたりの公教育費 
（公立小中学校の教育費のうち、国及び地方公共団体が支出する経費） 

（出典）学校基本調査、地方教育費調査、日本の将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

○ 平成以降、こどもの数の減少に関わらず、公教育費をほぼ同額に維持しているため、こども一人あたりの 
 公教育費は約４割増加。 
○ 今後、教育施策の充実や効率化に取り組む結果、こども一人あたりの支出で現行水準を維持することとな 
 る場合、公教育費は、子どもの数の減少に応じて減少していく こととなる。 

今後の教育投資額について  
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△13.5%
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△28.5%
△44.2%

（注）棒グラフの下段カッコ書きは、平成2年度からの人口減少率。

（千人） 0～14歳人口推移 （平成23年度以降については、将来人口推計（出生中位・死亡中位）による） 



義務教育関係予算 



学級規模に関する研究等① 

○ 「人数を減らせばよいということではない。少人数学級の成功は、授業の質、教師の質にかかっている。」 
  （早稲田大学 河村 茂雄氏 平成22.10.27 読売新聞より） 
 

   また、同氏は、以下のとおり言及している。 
  全国の公立小中生約５万人を対象に行った調査では「少人数学級の方が学力が上」という明確な結果は得 
  られなかった。全国学力テストでも、少人数学級で、かつ高い学力と言えるのは秋田県や山形県が目立つ 
  くらいだ。」 

○ 「少人数化がもっとも効率的な政策というイメージで議論されているが、その説得性や達成目標、実現する最 
  も効率的な政策は何かという視点が必要ではないか。」 
    （大阪大学 赤井 伸郎氏 文科省「今後の学級編制及び教職員定数の改善に関する有識者ヒアリング22.5.12」 ）  

○ 「少人数制によるメリットよりも、（先生の数が増えて）教員の質が下がるデメリットのほうが大きいんではない 
   かという懸念が親にはあると思う。」 
  （経済評論家 勝間 和代氏 文科省「今後の学級編制及び教職員定数の改善に関する有識者ヒアリング22.4.27」）  

○ 「児童生徒によりよい成果をもたらすためには、小規模な学級よりも、教師の質を上げるほうが効果的」 
※ 読解力と学級規模については、統計上有意な相関関係が見られないとの調査結果 
     （PISA2010） 

○  学級規模が小さい方が、教員は生徒一人ひとりのニーズに応えることができると一般に理解されている。 
   だが、学級規模の違いが生徒の成績に及ぼす影響は多種多様であるが、一貫性のある結果という点では 
     ほとんど得るところはない。 
    （OECD「図で見る教育（2010年度版）」） 



学級規模に関する研究等② 

○ 上智大学加藤幸次氏の研究（平成2年） 
 ・ 学力テストの結果、有意差があるのは一部教科（体育、理科）のみ。 
 ・ 児童生徒アンケートの結果、個別指導、学習環境は学級規模が小さい方がいいが、児童生徒の授業への意欲・興味、理解度、 
    授業態度は殆ど差はない。 
 ・ 授業観察の結果、少人数学級では一人学習の機会が多いが、児童生徒相互の活動等は少ない。 

○ 学級編制及び教職員配置等に関する調査報告研究（代表：高浦勝義）による研究（平成13年） 
 ・ 学級規模間の有意差は見られないが、20人以下の学級が他の規模よりも比較的に高得点を示している。 

○ 指導方法の工夫改善による教育効果に関する比較調査研究（代表：高浦勝義）（平成16年） 
 ・ 算数（数学）、英語という限られた教科・単元ではあるが、概して少人数指導が学力等の形成にとって効果的であることが認め 
    られる。 
 ・ 学級規模の縮小は指導方法の改善を伴ってこそ効果があがるものと考えられる。 
 
   また、同氏は、読売新聞（平成22.10.27）の中で、以下のとおり言及している。 
   「少人数化で即学力が上がるわけではなく、教師がいかに教えるかとセットの問題だ」としている。 

○ 日本大学安藤至大氏の研究（平成16年） 
 ・  学級規模を小さくすると、能力が低い子どもの学習意欲が増加する代わりに、能力の高い子どもの努力が低下する効果が存在 
      することを発見し、後者の効果の方が前者よりも大きい。 
  
   また、同氏は、日本経済新聞（平成22.9.17）の中で、以下とおり言及している。 
 ・ 教科学習の達成に関する実証研究では、予想に反してクラスサイズ効果が有意には観察されないか、観察されたとしても非常 
  に小さいという結果が多く得られている。このことは、「クラスサイズパズル」と呼ばれ、経済学者の間でも議論の対象となってきた。 
 ・ 教育の質向上には費用・効果勘案する必要 
 ・ 教師の増加で平均的な質低下の可能性もある。 



学級規模に関する研究等③ 

○ グラスとスミスの研究（いわゆるグラス＝スミス曲線；1982年） 
 ・ 学級規模が20人程度以下になると学習効果が大。 
 ・ 児童生徒の感情的な側面への効果、教員に対する効果、教授課程への効果は、いずれも小規模学級の方が効果大。 

○ 米国連邦教育局の公表「学級規模と政策；政治と特効薬」（1988年） 
 ・ 学級規模縮小という経費のかかる政策は、投資の割には学習達成度の向上には繋がらない。 
 ・ 非効率な方法に投資するより教授法改善や教員の力量向上に資金を投入すべき。 

○ 英国勅任視学官事務局の公表「学級規模と教育の質」（1995年） 
 ・ 学級規模と教授・学習の質との間に単純な繋がりはない。 
 ・ 小学校低学年では学級規模縮小は有効（大規模学級への移行後も有効）。 
 ・ 学習に関しては、学級規模よりも指導方法や学習集団形成の影響が大。 

○ 米国テネシー州の実験（1985年～） 
 ・ 幼稚園～第３学年について、児童数が少人数クラス（13～17人）と多人数クラス（22～26人）を比較。 
 ・ 小規模学級は通常学級より優れた成績をあげた。 
 ・ 学校経験の初期に小規模学級を経験した者に効果が持続する。 
 ・ 教員助手が付くかどうかにかかわらず、多人数クラスの生徒の成績に大きな変化は見られない。 

○ 米国連邦教育局の公表「学級規模縮小；何が分かっているか？」（1998年） 
 ・ 低学年における学級規模縮小は有効。 
 ・ クラスサイズの問題は単に小さくすれば良いというものでもない。 
 ・ クラスサイズ縮小は、ある一定の限界点以下までクラスサイズを大幅に縮小する時のみ効果を発揮する。例えば、クラスサイズ 
    を30人から25人に縮小したとしても、何ら効果は現れないだろう。 
 ・ クラスサイズ縮小がいかに計画されるか、また、何が少人数クラス体験をより良いものにしているかにもよるのであるが、特定 
   の生徒や教科に的を絞ってクラスサイズを縮小する学校独自の計画は、より低いコストで、より大きな効果を上げるだろう。 
 ・ 少人数クラスの最大の利益は、マイノリティや経済的に不利な立場にある生徒にもたらせる。教育者や政策立案者は、一律な 
   全授業時間にわたるクラスサイズ縮小計画が最高だと盲目的に信じるべきではない。 



学級規模に関する研究等④ 

○ アジア主要国の比較分析（一橋大学小塩隆士氏、新潟大学北條雅一氏）（平成23年） 
 ・ クラス規模の大小や教員の属性の違いが学力に及ぼす影響は小さい。（寧ろ）親の学歴や家庭の文化環境は大きな影響を 
   及ぼす。 
 ・ クラス規模を小さくしても学力が高まる傾向は、アジア５ヶ国・地域のどの国でも確認されていない。 

○ クラスサイズパズルの研究状況 
              （「学習者のインセンティブと教育政策の経済分析」日本大学安藤至大氏※）（平成22年） 
 
  少人数クラスによる混雑緩和効果が実証研究では観察しがたい理由 
 ・ 能力が高い子どもたちは、少人数クラスにしなくても十分な成果が得られるが、能力が劣る子どもたちを少人数クラスに割り 
  当てる必要があるとするなら、結果として・・・クラスサイズが大きい方が達成度が高いという現象が観察されてしまう。 
 ・ クラスサイズを小さくすることには、クラス内での競争を通じた切磋琢磨が損なわれてしまうことを通じて、平均的な達成度を 
  低下させてしまう可能性がある。 
 ・ クラスの数を急に増やすと、必要になる教師の数が増えるために新規採用が増加すること、そのために教師の平均的な質が 
  少なくとも短期的には落ちる。 
 
  ※Hoxby, C.M.（2000）“The Effects of Class Size on Student Achievement : New Evidence from Population Variation” 
        Lazear, E.P.（2001）“Educational Production” 
        Woessmann,L&M.West（2006）“Class-size effects in school systems around the world : Evidence from between-grade 
        variation in TIMSS” 



【国】 4.1 兆円

（21．0％）

【地方】 15.4 兆円

（79．0％）

国と地方の教育関係費の割合及び教育支出（初等中等教育段階）の支出内訳 

（出所） 国の財政：文部科学省調べ（24年度予算ベース） 
     地方財政：総務省「平成24年版地方財政白書」、文部科学省「平成23年度地方教育費調査中間報告（平成 
            22会計年度）」、日本私立学校振興・共済事業団「平成23年度版今日の私学財政」  より作成 

 国と地方の教育関係費の割合（イメージ） 

教育 
関係費 

19.6兆円 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教育支出の使途別内訳（初等中等教育・2009）

教育支出の使途別内訳（初等中等教育） 

教職員給与  ７５％   

その他の 
消費的 
支出 
１２％   

資本的 
支出 
13％   

（出所）ＯＥＣＤ「図表でみる教育2012」を基に作成 



小中学校の学校規模 

 児童生徒数の減少の割に学校数が減少しないことから、学校規模が縮小。 
 標準規模とされる学年当たり学級数は、小学校2～3学級、中学校4～6学級。標準規模に満たない学校が小学

校で47%、中学校で52%。 
 学校当たりの１学年の平均児童生徒数は、小学校53人、中学校111人。 

 
 

0～1学級

未満
12%

1～2学級未満

35%
2～3学級未満 27%

3～4学級

未満 17%

4～5学級未満8%

5学級以上2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

半数（47%）の小学校が1学年平均2学級に満たない

0～2学級

未満

21%

2～4学級未満

31% 4～6学級未満 29%

6～8

学級

未満
14%

8～10学級未満4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

半数（52%）の中学校が1学年平均4学級に満たない

10学級以上1％

小学校 中学校 

１学年当たりの標準学級数別学校数の割合 

□  学校統合により、子ども、保護者、自治体から教育環境の向上にメリットがあると歓迎されている。 

    （2007年度財務省予算執行調査） 
 

(出所） 学校基本調査報告書（平成23年度） 



 文科省の教職員定数改善計画案を実施した場合の財政負担 

○文科省の教職員定数改善計画案（5か年（H25～29年度）） 

15,575
15,506

15,424
15,348

15,259

15,162

15,625
15,662

15,707 15,740 15,764

15,000

15,500

16,000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

（億円） 改善増を行った場合と改善増なしの場合の予算額比較

予算額（改善増なし）

予算額（改善増）

119
238 359

480 601
357

714

1,077

1,441

1,804

0

1000

2000

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

（億円）
改善計画案どおり実施した場合の国費・事業費の増額（見込）

改善額累計額（国費ベース）

改善増累計額（地方負担含む事業費ベース）

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 計

5,500人 5,500人 5,600人 5,600人 5,600人 27,800人

（少人数学級等推進分） (3,900人) (3,900人) (4,000人) (4,000人) (4,000人) (19,800人)

（個別教育課題対応分） (1,600人) (1,600人) (1,600人) (1,600人) (1,600人) (8,000人)

119億円 119億円 121億円 121億円 121億円 601億円

▲3,200人 ▲3,800人 ▲3,500人 ▲4,100人 ▲4,500人 ▲19,100人

改善案

自然減

所要額

出典：文科省資料より 



少子化社会と教職員定数のあり方 
～小学校で35人以下学級を進めると学級規模が過小に。むしろ小学校の規模拡大が必要～ 

○ 過去20年間で36人以上学級は３割から１割まで減少する一方、25人以下学級は２割から３割に増加。 
○ 全体の５割を占める１学年２学級以下の小学校において、35人以下学級を編制すると27人以下の学級となるが、更 
 なる少子化が見込まれる中で、小規模学級化の流れを加速することは適切か（学び合いの機会が減らないか）？ 
○ むしろ、学校統合を促進し、１学年３学級以上の小学校を増やしていく政策が必要ではないか。 

35人以下学級を実施した場合の１学級当たりの児童数 収容人員別学級数（小学校）

～20人 23,680 8.2% 30,632 13.0%

21～25人 25,648 8.9% 35,125 14.9%

26～30人 54,682 18.9% 70,423 29.9%

31～35人 106,790 37.0% 71,043 30.2%

36～40人 77,511 26.8% 28,148 12.0%

41人～ 672 0.2% 120 0.1%

合計 288,983 100.0% 235,491 100.0%

23年度

（注1）平成3年度に40人以下学級を完全実施。

（注2）特別支援学校・学級、複式学級を除く。

3年度（注1）

１学年１学級 

36人～40人 
35人以下学
級で編制 

 
１学年２学級 

18人～20人 
 

１学年２学級 

36人～40人 
35人以下学
級で編制 

１学年３学級 

24人～27人 



36人以上学級
36人以上

学級の割合
うち 少人数学級

うち 少人数指導・

習熟度別指導等

① 東京 3,418 18.2% 0（0.0%） 1,295（100.0%）

② 神奈川 2,627 15.6% 290（25.6%） 844（74.4%）

③ 大阪 2,549 14.3% 127（9.6%） 1,198（90.4%）

④ 愛知 2,292 14.5% 181（18.6%） 793（81.4%）

⑤ 埼玉 2,226 16.7% 128（9.1%） 1,281（90.9%）

43 山形 56 1.9% 134（100.0%） 0（0.0%）

44 鳥取 53 3.3% 38（28.4%） 96（71.6%）

45 長野 18 0.3% 214（50.4%） 211（49.6%）

46 福島 11 0.2% 330（91.2%） 32（8.8%）

47 山口 1 0.0% 179（58.7%） 126（41.3%）

28,268 （注）　　10.4% 5,167（24.9%） 15,608（75.1%）
（注）特別支援学級31,469学級含む学級数全体272,551学級に対する36人以上学級の割合。

計

指導方法工夫改善加配措置状況（人）

区分 都道府県

平成23年度（学級）

全
体
の

％
47

（出所）学校基本調査報告書 

○ 小学校36人以上学級の約５割は上位５都県に集中。これらの都県では、指導方法工夫改善のための加配定数の多  
 くを少人数学級ではなく、少人数指導等に活用。一方、既存の加配定数を少人数学級に充てている県も存在。 
○ 35人以下学級の実施は、地方の判断・選択の問題であり、政策目的の共通する既存の加配定数の活用で35人以下 
 学級は十分に実施できる （学年に２つの36人以上学級があれば教員１人の追加で２つの36人以上学級が解消できる） 

加
配
定
数
を
少
人
数
指
導
な
ど

学
級
規
模
の
縮
小
以
外
に
活
用 

加
配
定
数
を
学
級
規
模
の
縮

小
に
活
用 

既存の定数の見直しがなされていない 
～小学校においても政策目的が共通する既存の加配定数を活用すれば35人以下学級は実施可能～ 



学校運営のあり方（外部の力の活用）
公立小中学校における外部人材の活用状況について

(出所)平成24年度 全国学力・学習状況調査

○ スクールカウンセラー等の専門的な人材の活用は進みつつあるが、特に中学校においてボランティ
アを含む地域人材の活用が低調。

【質問】小学校6学年（中学校3
学年）を対象とした地域の人材
を活用した授業の実施。

【質問】小学校6学年（中学校3
学年）を対象としたボランティア
等による授業サポートの実施。

9,389

10,827
11,586

14,489
14,927

14,319

19,942

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

18年度末

（実績）

19年度末

（実績）

20年度末

（実績）

21年度末

（実績）

22年度末

（実績）

23年度末

（実績）

24年度予算

公立小中学校へのスクールカウンセラー等の配置状況
（国庫補助対象校数）

地域人材の活用状況

よく行った

どちらかと言えば、
行った

あまり行っていな
い

全く行っていない

その他、無回答

校

※ 全国の小・中学校を対象とした抽出調査（30％）による調査結果

・小学校 6,070校（29％）
・中学校 8,249校（84％）

(出所)文部科学省調べ



学校運営のあり方（外部の力の活用） 
～地域全体で教育に取り組む体制作りが遅れている～ 

 
 
 
 

コミュニティスクール 

学校運営協議会 

1,183校 

122市町村 
 
 
 
 

学校支援地域本部 

3,036本部 

576市町村 

放課後こども教室 

10,098教室 

1,076市町村 

○ 保護者や地域住民が学校運営に参画できるコミュニティスクールの設置率は公立小中学校の3.6％ 
 に留まり、地域全体で教育に取り組む体制作りが遅れている。 
○ いじめ問題への対応等についても、教員だけで対応することを前提とするのではなく、保護者や地 
 域住民の力を活かす方策、開かれた学校づくりを中心に検討すべきではないか。   

○保護者や地域住民が学校運営に参画（法令に基づ
く権限） 【平成16年の法改正で導入】 

○校長の作成する学校運営の基本方針の承認 

○学校運営等について教育委員会又は校長に意見 

○学校側と支援内容や方針について合意形成 

○地域住民等が学校支援ボランティアに参画 

・学習支援、部活動支援、登下校時の見守り等 

○放課後や週末等に学習や体験交流活動を支援 
 

（注）コミュニティスクール指定校数は２４年４月現在。学校支援地域本部、放課後こども教室の設置校数等は平成24年6月現在国庫補助実績 

公立小中学校
の３．６％ 



任期付き教員等の増加は教員の大量退職等が影響 

○定数改善計画を策定しないことにより任期付き教員等が増加しているとの指摘があるが、団塊の世代の大量退
職等により採用者数が増加し、今後も同様に教員の大量退職が見込まれることを背景とした各都道府県の人事政
策（年代間の採用調整）が大きく影響している可能性。 

14,425人 

16,967人 16,870人 

16,048人 

18,487人 

20,963人 20,808人 20,972人 
21,677人 21,894人 

23,494人 

13,657人 
15,055人 

16,622人 

17,548人 

17,758人 
18,842人 19,154人 19,091人 

20,846人 
21,809人 21,944人 

14年度末 15年度末 16年度末 17年度末 18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 

25,000人 

15年度      16年度     17年度      18年度      19年度      20年度      21年度       22年度     23年度     24年度    25年度 
退職者 ⇒ 
採用者 ⇒ 

◆：退職者数 
▲：採用者数 

20,000人 

15,000人 

10,000人 

   0人 

採用者数 ３割 

596,915 588,794 

48,339 59,150 

12,174 
18,266 

378 
1,788 

17年度 22年度 

公立小・中学校の正規教員と非正

規教員等の推移 
常時勤務に服しない者（再任用短時間勤務者等） 
常時勤務に服しない者（非常勤講師） 
任用期限の定めのある者（臨時的任用教員） 
任用期限の定めのない者（再任用ﾌﾙﾀｲﾑ職員を含む） 

（注）各年度５月１日現在の数。 
（出典：「学校基本調査報告書」「初等中等教育
局財務課調べ」） 

公立小・中学校教員の採用者及び退職者数の推移 

・退職者数の平成１４～２２年度末は、都道府県の実績の積み上げ（初等中等教育局財務課調べ） 
・採用者数の平成１５～２２年度は、「公立学校教員採用選考試験の実施状況」（文部科学省調べ） 
・平成２３年度以降は、都道府県の積み上げ（初等中等教育局財務課調べ）   ・養護教諭等を除く。 
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・文部科学省調べ 
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公立小・中学校年齢別教員数（24.3.31） 
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先生一人あたりの授業時間数（休み時間・昼食時間除き） 

(出所)OECD「図表でみる教育2011」より作成 

(注)イギリスはイングランドのみの数値 
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